
大阪商業大学学術情報リポジトリ

イギリスにおけるヘルシーフード消費に関する一考
察　－1980年代以降の所得構造別にみる食料消費の
変化を中心に－

言語: ja

出版者: 大阪商業大学商経学会

公開日: 2015-09-26

キーワード (Ja): 

キーワード (En): 

作成者: 金, 度渕, KIM, Doyon

メールアドレス: 

所属: 

メタデータ

https://ouc.repo.nii.ac.jp/records/57URL
This work is licensed under a Creative Commons
Attribution-NonCommercial-ShareAlike 3.0
International License.

http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/


．はじめに

イギリスにおける 年代以降の食料消費の変化は、調理や準備が簡単で便利な食品の消

費傾向が強く、とりわけ大規模な小売業者らによる高付加価値型食品の商品開発の活性化に

よって、消費が促されてきた。とりわけ、レディミールにみられる小売ブランド商品（ここ

では 商品とする）の開発が 年代中ごろから主要な大規模小売業者によって活発に行

なわれてきた。調理済みで簡単に食すことが可能な食品の提供を、大規模小売業者が自ら戦

略的に行なうことで、ますます消費者の購買への規定性を強めてきた。その多くがヘルシー

フードとして開発されることで、イギリスでは 健康志向な 食品が一般化しつつ多く消費

されてきたのだが、しかし、イギリスは 肥満大国 としてレッテルがつけられたままであ

る ）。

ここで取り上げるヘルシーフードとは、有機栽培のオーガニック食品や遺伝子組み換えの

大豆を使用した食品などの 機能性食品 ではなく、通常食品での 減塩 カロリーオフ

ローファット などといった、いわば 肥満 の対象となる高付加価値食品である。した

がって、本稿で取り扱う統計データ分析においては、小売業者が開発・販売する 商品と

しての レディミール だけを対象とするのではなく、このような カロリーオフ ロー

ファット といった観点が含まれる各種食材を広く含むものと考えたい ）。

ところが、食料消費の観点からすれば、とりわけ 年代以降に調理や準備が簡単な食品

への消費傾向を強めてきた中で、何が 肥満大国 を後押ししてきたのかが不明確なままで
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ある。確かに、栄養学的観点からすれば、おおよそ、偏った栄養摂取が原因であるといっ

た、これまでに豊富な研究の蓄積がある。しかしながら、食料消費の観点からのアプローチ

はほとんどない。

そのため本稿では、主に所得構造もしくは、所得水準の違いからみた食料消費の変化を検

討する。どのような食材をどの所得層がどのように消費しているのか、主に所得水準の違い

による食料消費の違いを各種統計から明らかにし、肥満問題との関連性を考察する。（主に

取り扱う統計は、 （ ）、 、そして

（ ）の （ ） などの資料である。）

．イギリスにおける食品購入量の変化

近年、イギリスにおける食料消費事情は大きく変化してきた。大まかには 年代を中心

に、調理や準備が簡単な簡便食品が多く消費されるようになり、そのことが定着することで

年代以降は調理済みのレディミールが普及する。ますます消費者にとっての食生活は簡

素なものへと移行し、世帯構造においては単身世帯の増大が生じることで一人分の食事を準

備する方法として簡便食品が志向され、さらには共働きの増加による家事労働時間の短縮が

不可欠となることで、簡便食品によって次第に家庭での食事の準備に費やす時間を短縮させ

てきた。このような簡便食品を主に開発していたのが、チェーンストア小売業であった ）。

図 はイギリスの食品市場の構造変化を表したものである。 年ごろはほとんどが独立

店（ ）であったが、およそ 年以降、シェアを逆転させ、著しくチェーン

ストア小売業 （ ）が拡大し、今に至っている。多くの人々がチェーンストア小売

業を利用して買い物をしてきた。チェーンストア小売業は 年代半ば以降、多くの簡便食

品をみずからが開発することとなり、ますます消費者への影響力を強めてきたのである。

このような背景を元に、食品の購入量の変化について考察する。

まず、図 は、 年を とし、 年以降の摂取エネルギーの変化を表したものであ

る。ここで確認できるのは、個人の摂取エネルギーの数値が年々減少していることである。

これは食事が量的に変化したということがある程度、影響しているようである。それは次の

図 から明らかである。

図 は主な食品類の平均購入量を比較したものであり、 年以降、全体的には減少傾向

が確認できる。他方、これらの中で増加傾向にあるものは、 生肉以外の肉関連製品 と

魚製品 の つである。
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）本稿は、食料消費の変化を食品流通の観点から分析を試みる試論であるため、とりわけ、 肥満 とい
うキーワードにまつわる栄養学的な観点については、一般的なエネルギー消費、もしくはカロリー消費の
点を除き、議論の対象としていない。ちなみに、イギリスの栄養学的な食料消費研究については、以下を
参照されたい。また、ヘルシーフードそのものが部分的であるにせよ、いわゆるセグメント化しているこ
とについても、今後の課題である。

）金 度渕 現代イギリス小売流通の研究 消費者の世帯構造変化と大規模小売業者の市場行動 、同文
舘出版、 年。
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とりわけこの つについて詳しく確認すれば、図 では主要なものを取り上げているもの

の、まず、多くの肉関連製品においては、横ばい、もしくは減少傾向にある中で、唯一、レ

ディミールと簡便製品の増加がみられる。また、図 において魚製品でも同じく、主要なも

のを取り上げているが、レディミールとともに、サーモン類の増加傾向が確認できる。

このように多くの食品の全体購入量が減少する中で、摂取エネルギーが年々減少している

傾向が確認できるのであるが、調理や準備が簡単なレディミールなどの簡便食品の購入が主

に増大傾向にあることも確認できる。このことは、イギリス人口が緩やかな上昇傾向である

ことを考慮すると、食品購入量が減少する中で肥満率が減少しない理由を考える必要があ

る。

表 は世帯内で摂取される食品のエネルギー（ ）を表わしている。朝食用シリアルが

最も高い数値となっているが、レディミールや簡便食品、パスタなどが高い数値を示してい

るのが確認できる。つまり、エネルギー値の高いレディミールを多用する生活が一般化する

図 イギリス食品市場の構造変化（ 年）

出典

原典

（注） は主にチェーンストア小売業を意味するが，ここではコンビニエンスストアも含む。

図 年からの摂取エネルギーの変化（ 年 ）

出典



ことが、必ずしも肥満率上昇の直接的な要因ではないようにも考えられるのだが、しかし、

全体購入量の減少のなかでエネルギー値の高い食品が多く購入されるということは、すでに

確認したように全体のエネルギー数値では緩やかな減少傾向があるとしても、結果的にはレ

ディミールのような簡便食品から多くのエネルギーを補う形で摂取している可能性がある。

だからこそ、本稿で検討しているヘルシーフードが、消費者の買い物行動にとってのカロ

リー制限という、ある種の カロリー負担の軽減 にもつながるものであるし、その意味に

おいて 年代以降に多くの健康志向なレディミールが小売業者によって活発に開発される
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図 イギリスにおける主な食品類の購入量（ 週間一人当たり平均）

出典 デジタル版より筆者作成。

原典

図 イギリスにおける主な肉製品類の購入量（ 週間一人当たり平均）

出典 図 に同じ。
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ことで消費者はそれらを多く購入し、小売業者による規定性が強まってきたのだと考えられ

るのである。

．所得構造の違いからみる食料消費の動態

所得構造から食料消費の変化をとらえる方法は多様にあり、統計を取る機関によっても、

その方法論はさまざまなようである。 分析（クインタイル分析）や実際の平均所

得額からの分類などさまざまであるが、ここではまず、イギリスの主な経済指数を確認して

おく。

図 は、イギリスの経済指数の変化と主な支出額を現したものである。可処分所得は安定

的な増加を見せているものの、住宅、食品、アルコールといった支出額はそれぞれ年々増加

図 イギリスにおける主な魚製品類の購入量（ 週間一人当たり平均）

出典 図 に同じ。

表 主な食品にみる世帯内での一人 日当たりの平均摂取エネルギー

出典 より一部抜粋



している。参考までに曲線グラフにて貯蓄率を重ね合わせているのだが、 年代後半の大

幅な貯蓄率の低下とともに、 年代に入ってはそれが最低水準となっていることがわか

る。

次に、既述のように、食料消費の変化を捉える方法はいくつかがあり、次の表 にあるよ

うに、 が 各年版にて取りまとめているクインタイル分析を用いたデータ

を確認しておきたい。

クインタイル分析は、クインタイル （ ）からクインタイル （ ）までの分類で、

クインタイル （ ）に近いほど、低所得者をあらわしている。

年データでは、サンプル数の合計が約 となっており、一人当たり 週間の

平均消費量をそれぞれ表わしている。中でも所得間で差が大きいと判断した項目を中心に確

認しておく。チーズや魚、フルーツやアルコール類は特に によって多く、生鮮野菜など

も同様に高い消費量が見られる。他方、砂糖とジャム、加工済みジャガイモなどは に

よって高い消費量が確認できる。

次に表 は、 月 月から 年 月の平均消費量を世帯購入量と外食とに分けて表

したものであり、サンプル数は約 となる。先ほどの表 に比べてより詳しくわかるこ

とは、砂糖や脂肪類は において高い消費量を示している点である。また、チーズ、フ

ルーツ、アルコール、さらには外食のすべてにおいて が高い消費量を示している。

また表 は、 主な食品の消費量を所得グループ別に比較をしたものである。低所得者が

多く消費している項目は、牛乳、調理されていないベーコンとハムや家禽肉、冷凍魚、低脂

肪スプレッド、砂糖、ジャガイモ全般であり、他方、高所得者が多く消費しているものは、

チーズ類、調理済みの家禽肉、魚、 緑黄色野菜、生鮮果物、フルーツジュース、ローカロ
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図 イギリスの経済指数の変化と主な世帯平均支出額の推移

出典

より筆者

作成。

（注）貯蓄率の数値は の算出値である。また，貯蓄率のグラフはあくまで傾向を把握する

ために全体のグラフに重ね合わせたものである。
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リーなソフトドリンク類などである。

このように、所得層によって消費量がどの程度差があるのかを確認してきたが、比較的に

低所得者層は低脂肪スプレッドを除けば、およそ糖分や脂肪、ジャガイモ類といった食材を

多く消費する傾向がみられ、他方、高所得者層は、無脂肪や低カロリー、フルーツ類や野菜

類を多く摂取しているようであり、アルコール類を多く購入する傾向が確認できた。また、

外食においては高所得者層の消費が圧倒しており、低所得者層にとっては、外食そのものが

厳しい状況であることが推察できる。

．食品別にみる低所得者層の食料消費の動態

これまで所得者層によって異なる消費傾向を確認したが、ここではより具体的にいくつか

の食品について、所得レベル間の比較分析を行なう。

まず、各食品の比較を行なう前に確認しておきたいのが、表 である。

表 では が 年の急激な物価上昇を指摘しており、 年 月に始

表 クインタイル分析による各食品の消費量（ ）

出典 より一部抜粋

（注）特に消費量の差が大きいと判断される食品について，高所得者が多く消費するものに濃い影

を 低所得者が多く消費するものに薄い影をつけている。



まった景気後退が消費者の購買習慣に大きな影響を及ぼしたとし、その物価上昇率をまとめ

ている。特にパンや肉類だけでなく、バター、チーズ、牛乳など、多くの品目で上昇してい

るのが確認できる。このことが続いて検討する各食品の比較分析の際のキーワードとなり、

少なくとも、低所得者層にとっての負担増となっているのは言うまでもない。

既述のクインタイル分類による分析結果をもとに、各商品購入量の比較を行なう。

図 は牛乳購入量の比較である。クインタイル （ ）からクインタイル （ ）の間

での購入量に差があり、全体の購入量が年々減少しているのが確認できる。すでに確認した

ように、牛乳消費量は年々減少傾向にあるのだが、それは、図 のように、無脂肪乳にそれ

が代替されているからに他ならない。健康志向な牛乳の積極的な摂取事情が確認できる。

次に、肉製品に関して確認しておく。図 、図 、そして図 によれば、 年以降の

傾向に注目する必要がある。既述のように、急激な物価上昇があった時期を過ぎると、それ

までの傾向とは異なる傾向が確認できる。

まず、鶏肉（未調理）に関しては、 年代に入って において減少傾向が続く中で、

年以降大幅な減少がみられ、のちに回復する。他方、それまで グラムくらいを推移

していた は、その後変化はあるものの、 グラム程度を購入していることが確認でき

る。このことは、脂肪の割合が比較的に低いといわれる鶏肉を消費することが定着していること
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表 クインタイル分析による各食品の世帯購入量と外食量（ 月 月から 年 月の平均）

出典 より一部抜粋

（注）特に消費量の差が大きいと判断される食品について，高所得者が多く消費するものに濃い影

を、低所得者が多く消費するものに薄い影をつけている。
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も考えられ、このことからエネルギー値を気にする食生活を行なっていることも推察される。

次に牛肉購入量の比較である。 の購入量は、鶏肉の購入量に比べ、約 分の 程度と

抑えられており、健康志向をある程度、意識した数値を表しているものと思われる。問題

は、 においては 年以降、大幅な減少、およそ グラム未満の購入でしかない状態

である。既述のように、 年以降、牛肉 ％の物価上昇が大きく影響したものと考えられ

るのだが、健康志向を前提に、肉類そのものが減少傾向に向かったのかどうかについては、

明確な判断は難しい。しかしながら、このような購入量の減少を部分的に説明できる資料が

図 となる。

図 によれば、肉製品に関しては、とりわけ、 においては、 年の物価上昇にかか

表 主な食品消費量の所得グループ別比較（特に記載がないかぎり，一人当たり週間平均グラム数）

出典 より一部抜粋。

（注）特に消費量の差が大きいと判断される食品について，高所得者が多く消費するものに濃い影

を 低所得者が多く消費するものに薄い影をつけている。

表 年から 年にかけての平均物価上昇率（％）

出典



わらず、多くのレディミールや簡便食品を購入しており、増加を続けている。他方、所得が

高いほど、低い水準を維持しているといえるが、問題はレディミールの種類や価格帯の違い

が、このグラフでは確認できないため、なぜ所得が高いグループの購入量が低いのかを明ら

かにすることは現時点では難しい ）。ただし、すでに確認したように、外食において肉製品

を消費する高所得者層は、低所得者層の 倍以上の数値で示されており、肉製品のエネル

ギー摂取は外食に頼る部分も大きいようである。

さて、いまや砂糖に変わる代替製品が多く開発される中で、砂糖の摂取の方法も変化して

きているのは周知のとおりである。全体として減少傾向にあるのは図 においてもうかがえ

るが、所得のグループ別に明らかに格差が生じていることも同時に確認できよう。 と
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図 牛乳購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均 ）

出典 デジタル版より筆者作成。

原典

図 無脂肪乳購入量の比較（クインタイル分類， 週間一人当たりの平均グラム数）

出典 図 に同じ。
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の差は、 倍近い。

では次に、野菜類を確認する。図 においては生のジャガイモ購入量が示されている。生

のジャガイモにおいても、全体として減少傾向にあるのだが、所得間で格差がはっきりと分

かれており、低所得者層が多く購入している。

ところが、図 においてみられるように、野菜関連のレディミールの購入量は、横ばい、

もしくは上昇傾向がみられ、 年以降の大幅な物価上昇もあまり影響を受けてきていな

い。レディミールを通じて野菜を採る高所得者層が多く、所得間格差ははっきりと出てい

る。

）この点については、今後、実態調査が必要であり、価格帯、種類の分類やカテゴリー化も必要となる。

図 鶏肉（未調理）購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均グラム数）

出典 図 に同じ。

図 牛肉購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均グラム数）

出典 図 に同じ。
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図 肉関連のレディミールと簡便食品購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均グラム数）

出典 図 に同じ。

図 砂糖購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均グラム数）

出典 図 に同じ。

図 生ジャガイモ購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均グラム数）

出典 図 に同じ。
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図 は、生の果物の購入量を比較したものである。高所得者のグラフは放物線を描いてい

るが、 年以降全体的に急激な落ち込みをみせている。表の で確認したように、 ％程

度の物価上昇とはいえ、著しい落ち込みのようにみえるが、 年 年の数値が グラ

ムだったことを考えれば、元の購入量に戻ったとみるべきかもしれない。他方、一定程度の

購入量を維持している とは異なり、 は 年余りの間で グラム以上の減少がみられ

る。

図 と図 は、低カロリーのソフトドリンク購入量である。近年、多くのメーカーで カ

ロリーオフ をうたう商品が開発されているのは周知のとおりである。 つの図に共通する

ところは、第一に、近年、全体の購入量が増大している点であり、第二に、所得水準によっ

てある程度、購入量の差が生じているものの、類似の傾向をたどっていることである。この

ことは、ほかの食品類とは異なり、年齢層の違いや商品種類の違いによって消費傾向が異な

ることが推測されるため、一概に判断することは難しいのだが、このグラフで判断されるこ

図 野菜関連のレディミール（冷凍と非冷凍）購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均グラム数）

出典 図 に同じ。

図 生鮮果物購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均グラム数）

出典 図 に同じ。



とは、健康志向の低カロリー飲料を一定水準、購入しているということであり、それが

年々、増加している点である。

最後は図 、図 において、アルコール類の購入量を確認する。

まずはビール類からであるが、各種の統計を確認すると、イギリスは一般的なビールより

も、ラガービール、もしくは地ビールを好み、多く飲まれている。全体としては、減少傾向

にあるのだが、明確なことは、所得格差が購入量の格差に直結しているということである。

そのことは、図 のワインとシャンパンの購入量の比較においても明らかであり、 と

の差はおよそ 倍の差が生じている。既述の表 において確認した外食でのアルコール

購入量は、高所得者が低所得者のそれを 倍上回っており、低所得者層にとってのアルコー

ル類の購入は負担が大きいようである。
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図 濃縮ソフトドリンク（低カロリー）購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均 ）

出典 図 に同じ。

図 非濃縮ソフトドリンク（低カロリー）購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均 ）

出典 図 に同じ。
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．おわりに

以上のように、近年、イギリスにおける食料消費は変化している。その変化は、とりわけ

今回のテーマであった所得水準別に大きな差が生じており、食生活におけるいわゆる食品購

買格差が普遍化しつつある。大規模なチェーンストア小売業によって、近年、多くの食品が

開発されることで、消費者の食事に対する利便性やバリエーションは豊かになり、生活スタ

図 ラガービールと地ビール購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均 ）

出典 図 に同じ。

図 ワインとシャンパン購入量の比較（クインタイル分類、 週間一人当たりの平均 ）

出典 図 に同じ。



イルや食事スタイルの変更もスムーズに行なえるようになってきたようであるが、各機関が

発行する統計資料における所得間格差の実態は、低所得者が栄養価の低い食材を大量に入手

しているという警告を発しており、それがあらゆる病気や社会的不平等のもととなっている

とも指摘する。

実際にイギリスのスーパーにおいて、 商品のセグメント化が一般化し、低価格なもの

から高級志向なものまで、また、一般の食品からオーガニックまで、さまざまな形で食品の

提案がなされている ）。しかしながら食料消費は、物価高騰や失業といった社会問題が蔓

延すると、消費者にとっての不安要素を増殖させ、そのことでますます乏しい食生活になら

ざるを得ない。

年代以降、イギリスのチェーンストア小売業は調理済みのレディミールを提案するこ

とで、ますます消費者にとっての食生活は簡素なものへと移行し、食事の準備や家事労働の

時間短縮を実現してきた。とりわけ、各食品の統計を確認したように、レディミールの購入

量が増大傾向であることがそれを裏付けている。

しかし、これまで確認したように、低所得者層にとって多く購入される食品は、砂糖、脂

質、生のジャガイモ、牛乳、調理されていないベーコンとハムや家禽肉、冷凍魚などであ

り、外食はおろか、アルコール類の購入量においてさえ、低い水準を維持していた。

レディミールの詳細な種類別の消費量の違いや価格帯別の消費量の違いに関するより具体

的な分析は今後の課題となるが、肥満問題の解決が単に食品の摂取だけの問題ではないこと

は先の研究 ）で明らかにしたものの、バランスの取れた食事が近年、多くの場面で求めら

れている。その意味で、 年 月 日にイギリスのテスコ社で開催した

による、消費者への食習慣変更の提案 ）は、食品小売業としての社会的責任と

いう観点から評価されるべき事柄であるようにも思われる。それはわれわれの食生活が食品

小売業から多くの提案を受けているからであり、食品の開発の中身がそのままわれわれの食

生活を規定しているからである。
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